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１．はじめに
「子どもの権利に関する条約」（以下、「子どもの権利条約」という）は、 年 月 日、国際連合総





１）第 回 子どもの権利研究会 シンポジウム「子どもの相談・救済機関」の役割と課題―子どもにや











年 月 日～ 月 日の分科会報告「子ども条例」の分科会で松倉がコーディネーターを担当し、
北海道札幌市の報告をまとめた。






































































働いている方の 人のうち、 人が重度判定であるということである。 年 月には、加工場を増築し、




















































した。 年度にこども・子育て応援室（家庭児童相談室）に寄せられた相談件数は 件（延べ 件）







された。 年 月に旭川市立小中学校長会に依頼して、全児童・生徒に 枚のチラシを配布をすると、
直後に 件の相談があり、対応を開始した。 年 月から 年 月までの相談件数の内訳は、いじめ
件、子育て 件、不登校 件、 件、スクールセクハラ 件、児童虐待 件、性虐待・性暴力 件であ






























































































































































































原則である①第 条の差別の禁止、②第 条子どもの最善の利益、③第 条生命への権利・生存発達の確保、
④子どもの意見の尊重に対する無理解とともに抵抗を示しているのではないかと指摘された。またこのよう
な無理解の姿勢は、子どもの権利条約に関する文部次官通知（ 年 月 日）に端的に現れていると述
べた。すなわち、文部次官通知には「校則は、児童生徒等が健全な学校生活を営み、よりよく成長していく
ための一定の決まりであり、これは学校の責任と判断において決定されるべきものであること」とし、「本条
約 条 項の意見を表明する権利については、表明された児童の意見がその年齢や成熟の度合いによって相
応に考慮されるべきという理念を一般的に定めているものであり、必ず反映されることまでを求めたもので
はないこと」と記載されている。この通知がある限り、学校現場では子どもの意見はもちろん、子どもの権
利が浸透しない根源的な理由であり、この通知を改めるべきだと佐々木氏は主張した。また、日本政府には
子どもの貧困を解決する姿勢が見られないこと、その一例として離婚に伴う子どもの養育費の換算表も
年に定められたものがいまだに適用されていることもあげられた。
続いて、札幌弁護士会の馬場政道弁護士からは北海道のいじめ問題調査委員会の委員として、道立学校の
案件、私立学校の 案件について再調査するかどうかを検討し、札幌市の重大事態等委員会の委員として
調査を行った経験から、いじめ防止対策推進法おける子どもの権利の視点からコメントをされた。いじめ対
策推進法には第 条の目的として、子どもの尊厳を保持することとされていながら、実際には子どもの最善
の利益を確保することが守られていないと指摘された。札幌市の重大事態等調査委員会の委員として調査し
た聞き取りでは、校長、教頭、指導担当、担任、教育委員会の指導主事などにおいて①いじめの認識の理解
と共有がない、②管理職の判断によって、対応が遅れる、③教育委員会の対応が十分でないなどの問題点を
あげられた。いじめ対策推進法が施行されても、 件を超える重大事態があり、 件を超える調査報告書が
作成されていることからも、見直しが検討されるべきと述べられた。馬場弁護士は①いじめの定義について
先生方がいじめにあたるかどうかを判断することではなく、子どもの尊厳、子どもの最善の利益という観点
から相手をどれだけ傷つけているかという視点で判断すべきこと、②いじめ防止対策組織に、専門性をもっ
た第三者委員が構成員として参加すること、③先生方の多忙化を解消し、研修を受けるとか、情報共有が必
要である、④子どもにいじめを考えさせ、子どもを中心とした交流を図ることが必要であることを提唱され
た。
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